　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合研究所・都市減災研究センター（UDM）研究報告書（平成２４年度）

テーマ5　小課題番号5.3-2

大規模･高層建築物における防災管理に係る東日本大震災の実態調査
消防計画、防災管理、消防用設備、自衛消防組織、初動対応

　　　　　　　氏名　三好勝則＊１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．はじめに

大規模な地震が発生した場合には、被害が同時多発的に発生するとともに、揺れなどによる被害と火災による被害が同時に起きる可能性もある。平成21年6月1日から施行された消防法の一部改正では、多数の者が利用する大規模･高層の防火対象物について、従来からの火災対応に加えて防災対応のための消防計画を作成し、避難の訓練の実施その他防災管理上必要な業務を行うことが義務付けられた。
この消防計画で自衛消防組織の設置が必要となり、

火災発生時の初期消火、情報連絡、避難誘導などを自ら実施することが想定されている。
　消防計画の作成に当たっては、被害の態様と必要な対応行動を一律に限定するのではなく、防火対象物を管理する事業者において自主的な取り組みをすることとしている。
　そのため、事業者が大規模地震をどのように想定し、どのように消防計画を作成すれば良いかについて、調査検討を進めることとしている。

２．2010年度、2011年度の成果概要
　大規模地震発生時に火災と火災以外の災害対応を的確に行うためには、被害の発生見込み(被害想定)を把握し、様々な被害に対応できる方策を予め検討しておく必要がある。平成22年度の本研究では、防火対象物となる高層建築物が東京都内では急速に増加しているにもかかわらず、高層建築物における地震被害を管理する事業者に、被害の算定に必要な情報が十分ではないことを指摘した。
また、平成23年度の研究では、東日本大震災の被害と対応状況を調査し、大規模地震発生に備える消防計画に係る被害想定で留意すべき事柄を検討した。そして、個別の防火対象物において消防計画に盛り込むだけでなく、都道府県や市区町村が定める地域防災計画と連携させる検討が必要であることを指摘した。
３．調査対象と進め方
消防計画の策定方法を対象とすることから、被害の予測と、被害が発生した場合の対応措置を予め消防計画に盛り込むことを検討する。

本年度からは、大規模地震による被害の発生が一様でなく、一つの被害が他の障害とならないように対処することを念頭に調査研究を進める。このため、地震への備えと､地震発生時の人の動きに着目する。さらに、機能維持に関する項目を加えることとした。

具体的には、消防設備等について、まず、昨年度行った調査データを更に詳細に分析し、被害の相互連関を明らかにすることを試みる。また、昨年度に建物の被害を調査した岩手県、宮城県、福島県を対象に、建物特性と消防用設備等の設置状況、機能が維持できたか否かを追加で調査し、機能維持に支障を生じた原因として消防設備本体の損傷等による場合と、建物及び建物に付随する損傷等による不具合や不都合とに区分する。さらに、消防設備等が本来の機能を停止している間、補完体制として講じた措置、機能復旧期間、復旧方法及び復旧の障害になったことについて、可能な限り調査する。
追加の調査は、消防庁及び財団法人消防科学総合センターが昨年度アンケート調査を行った岩手県、宮城県、福島県に所在する建築物等327件のうち、何らかの被害の発生が報告された約半数の建築物にアンケート調査を行う。また、アンケート調査の対象となる建築物等の中から、発生時の対応状況が見られるものを対象に、事業者からヒアリングを行うこととしている。
３．地震発生時の防災管理に関する備えと運用
　*１　：工学院大学建築学部まちづくり学科
　まず、上記３県でアンケートに回答のあった205の建築物等で、緊急地震速報の受信装置を設置しているのは48(23.4%)で、建物の建築年が1980年以前の古いものが約半数を占めている。なお、回答数205のうち、建築時期が1980年以前の建物は49(23.9%)であった。
	構成

人数

職員

割合　　　　　　　　　　　　
	10人以内
	11～50人
	51～100人
	101人以上
	全職員
	無回答
	総計

	100%
	13
	34
	24
	31
	2
	　
	104

	90%以上
	　
	2
	6
	12
	　
	　
	20

	80%
	　
	2
	4
	8
	　
	　
	14

	70%
	2
	1
	1
	　
	　
	　
	4

	60%
	1
	3
	1
	3
	　
	　
	8

	50%
	3
	1
	2
	1
	　
	　
	7

	40%
	　
	　
	1
	　
	　
	　
	1

	30%
	1
	2
	1
	2
	　
	　
	6

	20%
	　
	2
	2
	　
	　
	　
	4

	10%
	1
	1
	　
	1
	　
	　
	3

	9%以下
	　
	　
	　
	1
	　
	　
	1

	0%（受託側が100%）
	1
	1
	1
	　
	　
	　
	3

	無回答
	　
	　
	　
	　
	　
	30
	30

	総計
	22
	49
	43
	59
	2
	30
	205


東日本大震災発災時に、緊急地震速報がほぼ正しい震度を速報したのが26件、誤った震度を速報したのが7件、作動しなかったのが9件であった。
次に、自衛消防組織を構成する人数と、その内訳として自社職員と委託会社等の人員との割合を見ると、表１の通り自社職員の割合が80％以上のものが138(67.3%)を占めている。

表１　自衛消防組織の構成人員と自社職員割合

また、防災センターの構成人数と、その内訳として自社職員と委託会社等の人員との割合を見ると、表２の通り人数が10人以内のところが多く、自社職員の割合が80％以上のものは46(22.4%)にとどまり、自社職員が4割未満のものが84(41.0％)と多くなっている。

東日本大震災発災後に自衛消防組織が消防計画等に基づいて活動したのは回答数205のうちほとんどとなる191(93.1％)の事業所であった。具体的内容を複数回答で多い順に見ると、「建物内の被害の確認」と「館内におけるけが人の確認」が各170件、「電気ガス上下水道通信等ライフライン機能不全への対応」163件、「職員間の連絡」137件と続いており、このほかに「火災対応（結果的に非火災による火災報知設備の鳴動などを含む）」が62件、スプリンクラー設備等の破損に伴う水損防止措置（制御弁の閉
表２　防災センターの構成人員と自社職員割合

鎖等）」52件、エレベータ閉じ込め救出やけが人に対する応急救護」26件などの活動が行われた。
震災時の初動対応は、系統立った行動が必要不可欠となる。大規模・高層建築物では自衛消防組織や防災センター要員が中心となって活動することにより、目の届いた素早い対応が可能となる。震災により消防用設備等が破損する等の被害が発生した場合にも、それらが果たすべき機能を補完するために、自衛消防組織や防災センター要員が必要となることもある。現在引き続き､前述した追加のアンケート調査を行っており、ヒアリングも実施することとしている。
	構成

人数
職員

割合　　　　　　
	10人以内
	11～30人
	31～50人
	51人以上
	全職員
	無回答
	総計

	100%
	32
	9
	1
	1
	1
	　
	44

	90%
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	80%
	1
	1
	　
	　
	　
	　
	2

	70%
	1
	　
	　
	　
	　
	　
	1

	60%
	1
	1
	　
	　
	　
	　
	2

	50%
	4
	1
	　
	　
	　
	　
	5

	40%
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	30%
	3
	2
	　
	　
	　
	　
	5

	20%
	4
	　
	　
	　
	　
	　
	4

	10%
	2
	2
	　
	　
	　
	　
	4

	9%以下
	　
	1
	　
	　
	　
	　
	1

	0%（受託側が100%）
	61
	9
	　
	　
	　
	　
	70

	無回答
	　
	　
	　
	　
	　
	67
	67

	総計
	109
	26
	1
	1
	1
	67
	205


４．おわりに
平成24年に消防法を改正し、テナントごとの防災管理者に加えて高層の防火対象物等では統括防災管理者の選任が義務付けられ、建物全体としての消防計画を作成し、テナントの防災管理者への指示権が付与されることとなった（平成26年4月1日施行）。設備と人的対応が相まって防災管理をより強固にするため、消防計画の充実を図る必要が高まっている。
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